
事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 企画部政策企画課 ■担当係 政策推進係

112

評 価 事 業 名 称 国・県への要望・陳情、連携強化に関する事務

010100評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 05 ソフト事業（任意） ■政策・業務区分 政策

■政策 市民が主役となり企業や行政と協働するまちづくり

■基本施策 広域行政の推進

■施策 広域行政の推進

06

06

01

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

特定課題解決に向けての国・県等の公的機関の支援。国・政党・県等公的機関への陳
情・要望、庁内調整

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

26

1,755

1,781

27

2,229

2,256

24

1,982

2,006

20

2,012

2,032

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 国・県への要
望・陳情、連
携強化に関す
る事務

市民   ○岩手県との政策協議　１回○市長会
  への要望　２回○政党要望（２党）　各１

回

  ○岩手県との政策協議　１回○市長会
への要望　４回（新型コロナ及び大雪対

  策含む）○政党要望５回（自民党　２回・
 国民民主党　2回・県民クラブ　１回）　

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 機会を捉え、特定課題につい
て要望活動を実施する

県と市の政策協議における
要望を実施回数、市長会へ
の要望回数、政党に対し要
望実施回数

10回６回６回６回

02 新規に要望・陳情の提案をし
た件数

県との政策協議における新
規要望数、市長会要望数

７件（県との政策
協議３件、市長
会４件）

９件（県との政
策協議５件、市
長会２件）

９件（県との政
策協議５件、市
長会４件）

11件（県との政
策協議７件、
市長会４件）
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析 問題点・課題等

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)

03 陳情、要望した特定課題につ
いて、改善・解決が図られるこ
と

改善・解決件数／陳情・要
望件数（A評価/要望件数）

0.100.080.030.09
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 企画部政策企画課 ■担当係 政策推進係

160

評 価 事 業 名 称 北上横手地域開発促進協議会負担金（事務局事務含む）

010100評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 06 負担金・補助金（任意・ソフト事業） ■政策・業務区分 政策

■政策 市民が主役となり企業や行政と協働するまちづくり

■基本施策 広域行政の推進

■施策 広域行政の推進

06

06

01

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

北上横手地域の交通等基盤整備を行い、利便性の向上を図り、地域の活性化に資す
る。総会、幹事会、平和街道サミットの開催

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

117

1,297

1,414

104

461

565

107

762

869

106

745

851

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 北上横手地
域開発促進
協議会負担
金（事務局事
務含む）

協議会  ○幹事会２回○総会・平和街道サミット
 １回○ＪＲ東日本に対する要望１回

  ○幹事会１回○ＪＲ東日本に対する要望
１回

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 県際交流事業の実施 平成29年度に県際交流事
業は廃止

02 平和街道サミットの実施 ＊新型コロナ感
染拡大防止のた
め開催中止

平和街道サミッ
ト１回

平和街道サミッ
ト１回

平和街道サ
ミット１回

03 ＪＲ北上線の利用者数 今年度実績÷前年度実績　
Ｈ26年は上下各１本減便

（未公表）102.4104.794.3
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため総会
は書面開催とし、平和街道サミットは中止となり、

 構成自治体での連携が難しい年であった。沿線
自治体住民の利便性向上のためJR盛岡支社に
要望活動を行った。

問題点・課題等

特になし

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 企画部政策企画課 ■担当係 政策推進係

267

評 価 事 業 名 称 北方領土返還要求運動岩手県民会議会費

010100評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 06 負担金・補助金（任意・ソフト事業） ■政策・業務区分 政策

■政策 市民が主役となり企業や行政と協働するまちづくり

■基本施策 広域行政の推進

■施策 広域行政の推進

06

06

01

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

北方領土の返還に対する国民意識の高揚。北方領土返還に係る全国的な運動にあわ
せて開催される県内の各種集会への参加、啓発活動の展開。

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

12

458

470

5

5

5

5

5

5

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 北方領土返
還要求運動
岩手県民会
議会費

市民 ○北方領土返還要求岩手県民会議総
 会１回○北方領土返還要求岩手県大会

１回

○北方領土返還要求岩手県民会議総
会１回

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 啓発活動 「北方領土の日」にあわせ
た広報掲載

１000
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

北方領土の日（2/7）の周知のため、ポスターコン
テストについて広報に掲載した（８月）

問題点・課題等

特になし

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 企画部政策企画課 ■担当係 政策推進係

270

評 価 事 業 名 称 定住自立圏に関する事務

010100評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 05 ソフト事業（任意） ■政策・業務区分 政策

■政策 市民が主役となり企業や行政と協働するまちづくり

■基本施策 広域行政の推進

■施策 広域行政の推進

06

06

01

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に定めはあるが任意の自治事務

法 令 等 の 名 称
定住自立圏構想推進要綱

関連計画の名称
奥州・北上・金ケ崎・西和賀定住自立圏共生ビジョン

事 業 の
目 的 と 概 要

近隣市町と定住自立圏の形成に取組み、圏域全体の活性化を図り、人口減少に歯止め
をかける。

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

75

2,671

2,746

53

2,690

2,743

52

2,363

2,415

32

3,130

3,162

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度 平成26年度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 定住自立圏
に関する事務

圏域住民   ○首長会議　１回○副首長会議　１回○
 共生ビジョン懇談会　１回○共生ビジョ

ン見直し　１回（３月）

 ○首長会議　１回（書面決議）○副首長
 会議　１回○共生ビジョン懇談会　１回

（書面により意見聴取）

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 担当者会議等の開催 首長会議、担当課長会議、
担当者会議等

首長会議０回、
副首長会議１
回、共生ビジョン
懇談会０回、担
当課長会議１回

首長会議０回、
副首長会議１
回、共生ビジョ
ン懇談会２回、
担当課長会議１
回

首長会議１回、
副首長会議１
回、共生ビジョ
ン懇談会１回、
担当課長会議１
回

首長会議１
回、副首長１
回、共生ビジョ
ン懇談会２回、
担当課長会議
２回
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

財源対策としての活用が多い　構成市町におけ
る事務の共同実施という点では施設の維持、電
算システム、防災体制等取組の余地は大きい

問題点・課題等

構成市町との連携に当たり、足並みを揃えること
に時間が掛かる。また政策担当と事業担当課と
の連携を向上させる必要がある

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

事業の共同実施のみを求める以前に構成市町の事務担当者の連
携・情報共有を深めることにより段階的に連携のレベルを上げる

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)

02 定住自立圏における新規取
組み件数

必要に応じた連携を検討す
る。

４件（子育て支
援員養成事業、
ブックスタート事
業、緊急通報シ
ステム事業、創
業支援事業）

３件（北上市済
生会病院新病
院建設支援、農
楽工楽クラブ事
業費補助金、小
中学生の博物
館等の入館料
無料）

２件（消防団交
流事業、職員
の合同研修事
業）
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 企画部政策企画課 ■担当係 政策推進係

401

評 価 事 業 名 称 基礎自治体連携事業

010100評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 06 負担金・補助金（任意・ソフト事業） ■政策・業務区分 政策

■政策 市民が主役となり企業や行政と協働するまちづくり

■基本施策 広域行政の推進

■施策 広域行政の推進

06

06

01

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

圏域の地域活性化、事業の効率性の向上や圏域住民の利便性の向上等に資する連携
方策や連携事業について、圏域における現状の取組や課題を踏まえ検討を行うため、定
住自立圏構成自治体によるワークショップを開催するもの。■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

253

76

329

24

24

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度 平成29年度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 基礎自治体
連携事業

圏域の住民 ○定住自立圏構成自治体ワークショッ
プ　２回

（実施なし）

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 幸福に関する研究 ワークショップの開催開催なしワークショップ２
回

実務者会議で
の研究

実務者会議で
の研究
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

コロナ感染防止のため、ワークショップを実施し
なかった

問題点・課題等

構成市町の連携強化及び新規事業の立案のた
め、継続して実施が必要

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

WEBを活用し開催を検討する

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 企画部政策企画課 ■担当係 政策マーケティング係

407

評 価 事 業 名 称 幸せリーグ

010100評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 05 ソフト事業（任意） ■政策・業務区分 政策

■政策 市民が主役となり企業や行政と協働するまちづくり

■基本施策 広域行政の推進

■施策 広域行政の推進

06

06

01

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

荒川区等で構成される幸せリーグ（同じ問題意識を共有する基礎自治体同士のネット
ワーク）の実務者会議の出席。特別区との関係性の強化及びまちづくりにおける議論の
在り方を広げるもの。総合戦略等への幸福度指標の活用検討を構成自治体で行うもの。■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

9

762

771

4

373

377

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度 平成27年度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 幸せリーグ 市内外の住民 〇幸せリーグ実務者会議 〇幸せリーグ実務者会議１回（Web開
催）

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 幸福に関する研究 グループで幸福に関する研
究を行う

実務者会議での
研究

実務者会議で
の研究

実務者会議で
の研究

実務者会議で
の研究
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

新型コロナの影響により、web会議の開催であっ
た。遠方の自治体にとっては参加しやすい環境
が整ったものの、オンライン故の意思疎通の難し
さもあり、踏み込んだ議論に課題もあった。

問題点・課題等

主催者である荒川区が、このリーグを今後どのよ
うにしていくのか、試行錯誤している状態である
感は否めない。今後の動向が注目される。

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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